














































の 1939（昭和 14）年 4 月に、本格的に開始され
たといわれている。その中心を担ったのが保険院
総務局企画課である。保険院は、1938（昭和 13）














































法の立案を開始するまでのおよそ 1 年 3 か月の間
に、実際に新たな社会保険を次々と公布している。
すなわち、1938 年 4 月 1 日の国民健康保険法（法
律第 61 号）、翌 1939 年 4 月 6 日の職員健康保険






















































































































































（松田 1978：25）。実際に 1939 年 7 月から 1940
年 8 月までのおよそ 1 年間は、何も作成されてい
ない。そこでここでは、その間の動きを同時期に
開催されていた第 75 回帝国議会 6) における政府
答弁から探ってみたい。













































確かに、1939 年 4 月の職員健康保険法及び船
員保険法の公布後は、同法に伴い必要となる職員
健康保険法施行令（同年 12 月 23 日勅令第 858
号）、職員健康保険法施行規則（1939 年 12 月 26
日厚生省令第 42 号）、船員保険法施行令（1940
年 2 月 23 日勅令第 66 号）、船員保険法施行規則
（1940 年 2 月 27 日厚生省令第 5 号）、さらには、
職員健康保険特別会計法（同年 3 月 27 日法律第
12 号）及び船員保険特別会計法（同年 3 月 27 日
法律第 13 号）、職員健康保険特別会計規則（同年
6 月 1 日勅令第 375 号）及び船員保険特別会計規
則（同年 6 月 1 日勅令第 377 号）が公布されてい
る。ただし、厳密にいえば、それらはすべて
1939 年 7 月 12 日に新設された社会保険局職員船
員保険準備課 7) の所管であった。
井上ら社会大衆党の議員 34 名は、井上のこの












社会大衆党は、1932（昭和 7）年 7 月に、全国
労農大衆党と社会民衆党が合同して結成した合法
無産政党である。戦前最後の総選挙となった
1937（昭和 12）年 4 月の第 20 回衆議院議員総選
挙において 36 名の議席を獲得し、無産政党なが
ら立憲民政党、立憲政友会に続く第 3 党に躍進し











99）。2 つの建議は、帝国議会終了間際の 3 月 24
日に可決された。ちなみに、1920 年以降、建議が
否決されたのは、第 50 回、第 56 回、第 71 回帝国
議会で各 1 件、計 3 件しかない（葦名 2010：100-
1）。第 75 回帝国議会では、153 件の建議案が提















1940 年 2 月 2 日の衆議院では、大蔵大臣（櫻
内幸雄）の施政方針演説に対する質疑として、立


















































と の 答 弁 を 引 き 出 し て い る（ 衆 議 院 事 務 局
1940b：92-3）。





















申がある。1939 年 11 月 20 日に設置された労務








































































































ともあれ、要綱案は、少なくとも 8 月か 9 月に
は完成し、被保険者側及び事業主側の意見も取り
入れて修正され、10 月 7 日の保険院保険制度調
査会の諮問へとこぎ着けたこととなる。
























（厚生団 1953：65）、各委員の 1940 年 10 月当時
の所属等は表 1 のとおりである。事業主側が 3 名
であるのに対して被保険者（労働者）側は 1 名だ























特別委員会は千秋を委員長とし、10 月 14 日に
第 1 回会議を開催後、8 回にわたって審議を重ね、
11 月 15 日の第 9 回会議において全会一致で「労
働者年金保険制度案要綱修正」（以下、「要綱修正」
とする）及び 5 項目の希望決議案を可決した（保








は、1941（昭和 16）年 1 月 23 日の厚生省の省議
において、第 76 回帝国議会への提案が決定した。















































































1938（昭和13）年  1 月10日 厚生省並びにその外局として保険院を新設
1939（昭和14）年  4 月 6 日 職員健康保険法（法律第 73 号）及び船員保険法（法律第 74 号）公布
 4 月 保険院総務局企画課が一般労働者を対象とした年金保険の本格的な研究調査を開始
 6 月 9 日 閣議で「戦時低物価政策遂行のため」、「消費統制を一段と強化すること」を決定
 6 月10日頃 保険院に時局対策保険企画委員会を設置
 6 月 保険院総務局企画課長の川村秀文が作成した「勤労者厚生保険制度要綱草案」を時局対策
保険企画委員会で審議
 7 月12日 簗誠が社会保険局職員船員保険準備課長に着任
 9 月 6 日 川村秀文が大臣官房会計課長に着任
11月20日 労務管理調査委員会（勅令第 799 号）を設置
11月28日 厚生大臣が労務管理調査委員会に「労働力ノ維持培養」（諮問第 1 号）、「作業能率ノ増進」
（諮問第 2 号）を図るための方策を諮問






1940（昭和15）年  2 月 7 日 衆議院で社会大衆党の河上丈太郎の質問に対して、吉田茂厚相が「国民生活ノ安定ト云フ方
面、並ニ今日ノ実際ノ必要ニ応ジマスル為ノ民間資金ノ吸収ト云フガ如キ作用ノ上カラモ」、「審カ
ニ検討を致シテ見タイ」と答弁
 2 月10日 井上良次ら社会大衆党の議員 34 名が「労務者厚生年金法制定ニ関スル建議案」（建議第 17
号）を衆議院に提出
 2 月19日 川俣清音及び田原春次ら社会大衆党の議員 34 名が「鉱山従業員ニ厚生保険及年金制度創設
ニ関スル建議案（建議第 30 号）を衆議院に提出
 3 月 5 日 第 6 回衆議院決算委員会で社会大衆党の井上良次が「ドウ云フ訳デ今期議会ニソレヲ提出スル
コトガ出来ナカッタ」か質問したのに対し、進藤誠一保険院長官が「来議会ニハ私共ト致シマシテ
ハ是非出スヤウナ運ビニ致シタイ」と答弁
 3 月24日 建議第 17 号及び建議第 30 号を衆議院で可決






 4 月 6 日 川村秀文が保険院総務局長に着任
 6 月 1 日 簗誠が社会保険局船員労災保険課長に着任
 7 月26日 簗誠が保険院総務局企画課長に着任
 9 月13日 「労働者年金保険制度案要綱」完成
10月 7 日 「労働者年金保険制度案要綱」を保険院保険制度調査会に諮問
10月 9 日 「労働者年金保険制度案要綱」を新聞紙上で公表
10月10日 保険制度調査会が第 6 回総会で「労働者年金保険制度案要綱」の趣旨を厚生大臣金光庸夫
が、その内容を総務局長川村秀文が説明
10月14日 保険制度調査会特別委員会が第 1 回会議を開催




12月 2 日 「労働者年金保険制度案要綱修正」及び 5 項目の希望決議を厚生大臣（金光庸夫）に答申
1941（昭和16）年  1 月23日 厚生省議で「労働者年金保険法案」の第 76 回帝国議会への提案を決定
 2 月 4 日 厚相及び蔵相が首相に「労働者年金保険法制定ニ関スル件」を提出し、労働者年金保険法案
の第 76 回帝国議会への提案を請う
 2 月 5 日 閣議否決
 2 月 6 日 持ち回り閣議が「労働者年金保険法案」を第 76 回帝国議会への提案を決定
「労働者年金保険法案」を第 76 回帝国議会に提案
 2 月 8 日 「労働者年金保険法案」を衆議院本会議に上程
 2 月15日 「労働者年金保険法案」を衆議院本会議で原案どおり可決
 2 月17日 「労働者年金保険法案」を貴族院本会議に上程
 2 月24日 「労働者年金保険法案」を貴族院本会議で原案どおり可決








 2 ） 進藤は、逓信省簡易保険局の出身で、簡易保険局
企画課長当時、ラジオ体操の実施に尽力した人物
として有名である。





 4 ） 後述しているが、労働者年金保険法立案当時、花
澤は総務局企画課の主席事務官、松田は族であっ
た。










 6 ） 同議会は通常議会で、その会期は 1939 年 12 月
26 日から 1940 年 3 月 26 日までの 90 日間であっ
た。







 8 ） 1936（昭和 11）年 2 月の第 19 回衆議院議員総選
挙では、18 議席であった。
 9 ） 小川は、京都帝国大学経済学部の教授（財政学）
から衆議院議員となった人物で、1929（昭和 4）
年の浜口内閣で大蔵政務次官、1936（昭和 11）
年の廣田内閣で商工大臣、1940 年の第二次近衛
内閣で鉄道大臣を歴任した。
10） 「物価対策ニ付テハ戦時態勢強化ノ趣旨ニ従ヒ概
左記ニ依ル」として決定されたのは次の 6 項目で
ある。すなわち、「低物価政策ヲ堅持スルコトト
シ米穀、石炭、肥料等産業又ハ生活上ノ重要商品
ニ付テハ右政策ヲ徹底スルト共ニ物資増産等供給
ノ増加ヲ図ルノ方針ヲ採ルコト」、「戦時適正価格
ヲ設定スルニ際シテハ迅速敏活ニ処理スルコトト
シ暗取引ノ絶滅ヲ期スコト」、「通貨ノ流通ニ付テ
ハ極力之ガ回収ヲ計ルコト」、「一般的消費ニ付テ
ハ極力節約ヲ計ルコト」、「物価委員会等ノ物価統
制機構ヲ改組スルコト」、「国家管理、保険年金制
度、強制貯蓄、物価調整資金制度並ニ物資配給機
構等ニ付テモ速ニ攻究スルコト」である（閣議決
定 1940）。この閣議決定は、労働者年金保険法の
立案意図がインフレーションの抑制あるいは民間
購買力の吸収にあったとする根拠とされる。それ
については、拙稿（中尾 2007：96-7）で論じた。
11） 橋本委員からの動議によるとされているが、名簿
にその名前はない。
12） 所属等は、保険院保険制度調査会（1940）に記載
されたものに従った。
13） 帝国議会提案直前の動きについては、拙稿（中尾
2005：19-20）を参照いただきたい。
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